
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告 

部課 

教育長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

     

令和3年5月14日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和3年5月10日（月）午前9時30分～ 本庁舎4階大委員会室 

       14日（金）午前9時30分～ 本庁舎4階大委員会室 

２ 出席者 

企画政策課    池内課長、武藤主査、多納主任主事、中村主事補 

市民活動支援課  松岡課長、中原主査 

産業振興課    金井課長、萩原副主幹、綿崎主任主事、高仲主事 

障害福祉課    鈴木課長、大塚主任主事 

高齢者福祉課   中村主査、栗原主任保健師 

子育て支援課   永井課長、久古主査 

保育課      片桐課長、細山主任主事 

健康課      佐藤課長、高瀬主査 

都市計画課    小島課長、冨澤主査 

学校政策課    土屋主幹、植松主事 

教育支援課    本間参事、満田指導主事 

議会事務局    石井事務局長、今井主査、小原主事 

３ 件名 

令和3年度において新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用する事業

について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

【主な質疑】 

①議会におけるタブレット端末の導入について 

・オンライン会議を行った場合、インターネット中継はどのように考えているのか。 

→まずは、試行で公開対象とならない会議より行うことを考えているが、YouTubeで対

応可能であると考える。 

・Wi-Fiとセルラーモデルの維持費の想定は。 

→Wi-Fiは、本体等の購入及び月々の管理アプリの使用料、セルラーについては、さら

に月額の通信料が追加となる。 

・データの取扱いには注意が必要である。 



②白井市出産育児応援給付金支給事業の継続について 

・事務に係る職員の負担はどうか。 

→制度の決定後、その時点までの対象者の吸い上げなどを行うため、一時的に業務が多

忙となるが、それ以外は窓口での申請になる予定なので負担としては一時的なもので

ある。 

 

③コロナ禍における市内保育所等への新卒保育士等の就労支援について 

・保育士の志望先の人気が市立から私立に変わることは無いか。 

→保育士の志望先として公立の人気が高いため、公立は常勤の雇用がしやすい状況であ

り、また、志望先が私立に変わったとしても、市全体の保育需要に応えることが重要

であると考えている。 

・保育士が確保できれば、待機児童は解消されるか。 

→保育士不足により待機児童が生じているため、効果はあると考えている。 

 

④新型コロナワクチン接種における移動支援事業（その3）について 

・令和3年度1号補正で対象とした方のワクチン接種に係るタクシー券の交付状況はどう

か。 

→障害福祉課で受け付けた件数が14件、高齢者福祉課で受け付けた件数が42件である。

 

⑤学習用端末に係る持ち帰り用充電器の購入について 

・充電保管庫の充電器を持って帰ることはできるか。 

→今年の夏季休暇は充電保管庫の充電器を持ち帰ることで対応するが、通常において都

度外して持ち帰るのは難しい。 

・家庭で充電した際の電気代はどれくらいか。 

→１回当たり、高くて４円程度である。 

 

⑥小中学校の消毒作業等を行う会計年度任用職員の雇用について 

・健康観察カードの整理であると朝からの勤務になると想定されるが、各学校何時から

の勤務を想定しているか。 

→各学校1日6時間勤務を想定しているが、応募人数が多ければ、1日3時間勤務を2名雇

用することも考えている。 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用する事業のため、本年度の

みの対応ということか。 

→その通りである。 

 

⑦小中学校電子図書館の導入について 

・翌年度以降の予算措置をどう考えているか。 

→学校からの要望を聞き、これまで図書購入費から捻出したい。 

・ライセンス数は必要十分か。 

→本年度は試用期間として運用を開始するための必要数である。 

・導入時期はいつか。 

→７月の夏休み前を考えている。 

 

 

 

 

 



⑧Zoom体験・ステップアップ講習会開催について 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の対象とする理由は。 

→コロナ禍で活動を制限されている公益的な活動をする各種団体を対象に、Zoomを活用

した「新しい生活様式」に沿ったつながりの維持や、活動の継続・再開・存続できる

環境を講習会により作り出すため支援するものである。 

・講習会が２つに分かれているのは、講習会で参加者を育てて、さらに講習会で主催者

を育てないと意味がないということで分けたのか。 

→その通りである。 

 

⑨中小企業支援金について 

・市内事業者数と、うち県協力金の対象となることによる対象外事業者や飲食店はどの

くらいか。 

→市内には約１，６００事業者あり、飲食店は約１００事業者である。 

・対象者の範囲はどこまでか。 

→国の一時支援金同様「飲食店の時短営業または不要不急の外出・移動の自粛による 

売り上げ減少」に係る事業者であれば広く対象であり、バス・タクシーなどの旅客運送

事業者・医療機関・農業従事者なども申請可能である。 

・委託料があるが事務は委託するのか。 

→事業全てを委託するのでなく派遣会社からの事務職員派遣を検討している。 

・他自治体で類似制度はあるか。 

→申請に必要な売上減少率は異なるが千葉市・習志野市・山武市で確認している。 

 

⑩白井市地域公共交通支援金（路線バス）について 

・20万円とした根拠は何か。 

→市中小企業一時支援金の金額や近隣市の状況を参考とした。 

 

⑪農産物安全・安心対策について 

・インターネット販売支援について、ＩＴに不慣れな農業者への対策はあるか。 

→今回の支援策は他市の事例も参考にしており、支援内容としてはホームページ作成、

ネット決済環境構築、ポータルサイトへの登録料など６項目の費用助成となっている。

・今回の費用助成は今年度限りのものか。 

→新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用を前提としているため、現

状では単年度で考えている。 

・電車の中吊り広告についてはインターネット販売の実施を前面に出して欲しい。 

 

⑫白井市新型コロナウイルス感染症関連失業者等緊急雇用奨励金について 

・新型コロナウイルス感染症の影響による内定取消や離職はどのように確認するか。 

→誓約書や求職票で確認することを検討している。なお、奨励金の申請や交付を受ける

のは事業者であるため、事業者が書類を提出する。 

・該当しないものの中に、市内感染者1例目確認日である令和2年4月3日以降に、事業主

都合による解雇・雇い止め・内定取消しをしている者とあるが、この日以降に雇用した

事業者は制度の対象となるのか。それとも制度制定以降に雇ったものを対象とするの

か。 

→本制度により雇用を促し、本市における雇用機会の創出を図ることを目的としている

ことから、制度制定以降に雇ったものを対象とする。 

 

 



・非正規雇用の雇用期間を６ヶ月以上としているが、６ヵ月以上雇用したことを確認後

に申請するものとなるのか。 

→今年度で完結する事業としているため、６ヵ月以上雇用したことを確認後に申請とな

ると申請できる事業者がほぼいなくなってしまうため、「６ヵ月以上雇用する」という

ような内容の誓約書で申請可能とすることを検討している。 

・福祉の観点から、障がい者雇用に係る奨励金を含めないか。 

→障がい者雇用の推進は一時的なものである本制度よりは恒久的なもので行うべきと考

えられる。企業立地促進条例内の雇用促進奨励金では障がい者に対する金額の上乗せが

ある。 

 

⑬保育所等・放課後児童クラブ（学童保育所）における新型コロナウイルス感染症対策

について 

・施設のニーズを確認したか。 

→昨年度までは遊戯室の利用を控えるなどしていたが、今年度はＷｉｔｈコロナの中で

も活動できるようにしていくための支援ニーズがある。 

 

⑭新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査助成事業の対象者の拡大について 

・対象者の年齢に下限はあるか。 

→下限は設けない予定である。 

・発熱などを伴っている場合のＰＣＲ検査は対象か。 

→新型コロナウイルス感染症の症状がある場合や、保健所から感染者の濃厚接触者とさ

れている場合は対象外である。 

 

（結論） 

・付議のとおり対象事業を決定する。 

 

（市長指示事項） 

・補正予算が可決された場合は速やかに事業を実施できるように準備を進めること。 

 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を要
する事項）
部内会議や関
係課等との調

整結果（主な意
見・懸案事項）

□ □ □ ■ （

年代 場所 目的 手段全ての年代 その他 その他

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 企画財政部企画政策課

付議事案

　令和3年度において新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用する事業
について
　市では、令和2年度から、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下、「交
付金」という）を活用し、感染拡大防止に係る事業や、感染拡大の影響により経済的負担が
増加している市民等への支援に係る事業、「新しい生活様式」やポストコロナを見据えた事
業を実施している。
　令和3年度においても、感染拡大や市民等への影響、今後の社会環境の変化に対応する
ため、さらなる取組が求められる。

　交付金（補正予算計上可能額145,374千円）を活用し、新型コロナウイルス感染拡
大防止や影響を受けた市民等の支援、コロナ後の社会環境の変化に対する整備を
進める。

以下の事業を実施する。(カッコ内は令和3年度概算事業費）
①議会におけるタブレット端末の導入（4,000千円）
②白井市出産育児応援給付金支給事業の継続（33,564千円）
③コロナ禍における市内保育所等への新卒保育士等の就労支援(500千円)
④新型コロナワクチン接種における移動支援事業（その3）（2,368千円）
⑤学習用端末に係る持ち帰り用充電器の購入（16,903千円）
⑥小中学校の消毒作業等を行う会計年度任用職員の雇用(14,826千円)
⑦小中学校電子図書館の導入(500千円)
⑧Zoom体験・ステップアップ講習会開催(1,350千円)
⑨中小企業支援金（32,585千円）
⑩白井市地域公共交通支援金(1,400千円)
⑪農産物安全・安心対策(3,373千円)
⑫白井市新型コロナウイルス感染症関連失業者等緊急雇用奨励金（3,805千円）
⑬保育所等・放課後児童クラブ（学童保育所）における新型コロナウイルス感染症対
策（14,500千円）
⑭新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査助成事業の対象者の拡大(6,000千円)

このほか、公共施設や事業等において予備費等により新型コロナウイルス対策に要
した経費、特別会計における減免等や一部事務組合における感染対策に対する一
般会計からの繰出金等や、既に一般財源を基に計上済みの事業のうち、交付金の
対象となるものについても活用する。

議員全員協議会 まで）

有 定例記者会見(R3年6月)

有

令和 3 5 10・14

付議書（行政経営戦略会議）

有 広報・ＨＰ(各事業による)

無 報道発表スケジュール

議会事務局、健康課、子育て支援課、保育課、障害福祉課、高齢者福祉課、学
校政策課、教育支援課、市民活動支援課、産業振興課、都市計画課

（うち特定財源 135,674 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明 議員全員協議会(R3年5月) 広報・ＨＰ等

交付金を活用して行う事業について

予算措置については、令和３年第２回市議会定例会において補正予算を提出する予定で
あるため、決定後、金額をより精査するなど、速やかに準備を進める必要がある。
事業が決定した後も国県の動向には注視が必要である。

令和３年６月　令和３年第２回市議会定例会に補正予算案提出
補正予算議決後、順次事業に着手

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

135,674 千円

市民参加

付議書公表

関係法令等

関係課

事業費
（概算）

1



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定
を要する事

項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ □ ■ （

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課

　タブレットの使用方法について
　購入方法について
　年間維持費について

別添のとおり

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）
スケジュール

4,000 千円 （うち特定財源 4,000 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明 議員全員協議会(R3年5月) 広報・ＨＰ等 有

無 報道発表

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）

その他

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 議会事務局

付議事案

①議会におけるタブレット端末の導入について

　コロナ禍において、委員会をはじめとする各種会議等を開催する場合、市役所
会議室へ参集をすることとなり、会場内が密になる恐れがある。
　また、議案や会議資料についても、紙媒体の資料配布のため、資料の複数者
接触による感染リスクを回避する必要がある。

　コロナ禍における会議のオンライン開催を目的に参集機会を軽減するこ
とで三密を回避する。また、Wi-Fi等の通信環境下で活用することで、議
案、資料等の電子データによる配布、情報検索及び資料閲覧等、議場、
委員会における議案審議の効率化を図る。

議員にタブレット端末を貸与し、議会運営の効率化を図るもの

議員全員協議会 まで）

有 定例記者会見(R3年6月)

無

年代 場所 目的 手段成人 行政経営改革

2



タブレット導入の目的：議会運営の効率化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同一機種の一斉導入 

 

市からの貸与による一括購入 

 

導入スケジュール 

年 月 内容 

2021 年 4  

5  

6 補正予算上程 

7 入札準備事務（事務局） 

8  

9 上旬：入札 下旬：契約（事務局） 

10  

11 納品、初期設定 

12 議員へタブレット配付 12 月議会で紙・データ併用 

2022 年 1 オンライン会議試行開始 

2  

3 3 月議会よりデータによる議案提出（執行部） 

※当面の間、紙配付は事務局で個別対応とする。 

 

             

文書保存・整理 

膨大な過去資料の保存、持ち運び 

年別・会議別等で体系化しファイル

管理 

コロナ禍でのリモート対応 

オンライン会議の利用 

資料の一斉配布が可能 

 

⽬的実現に
向けて…

議員活動のツールであり、
私的利⽤や退任後の私物化
は 市  理 解 が 得 ら れ な い

機種の仕様がバラバラでは
教えられない・教えてもら
えない、事務処理が煩雑

会議システム・ 
使用基準の検討 

3



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等との
調整結果（主
な意見・懸案

事項）

□ □ □ ■ （

年代 場所 目的 手段妊婦（胎児） 健康・福祉 給付

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 健康子ども部　子育て支援課

付議事案

②白井市出産育児応援給付金支給事業の継続について

　
　新型コロナウイルス感染症の影響下での出産育児における経済的負担を軽減
し、市民が安心して子育てができる環境づくりを目的に、令和２年４月２８日から令
和３年４月１日までの間に出生した者を養育している父又は母等に対し対象児１
人につき１０万円を給付していた。
　新型コロナウイルス感染症の終息がされていない現在において、引き続き市民
が安心して子育てできる環境づくりを進めることが課題となる。

　
　新型コロナウイルス感染症の影響下での出産育児における経済的負担
を軽減することで市民が安心して子育てできる環境づくりを進めることを目
的とする。

　
　令和２年度に実施していた本事業を令和３年度も継続をすることとし、対
象を令和３年４月２日から令和４年４月１日までの間に出生した者を養育し
ている父又は母等を対象に、対象児１人につき１０万円を給付する。

議員全員協議会 まで）

有 定例記者会見（R3年6月）

有

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）

議員全員協議会（R3年5月） 広報・ＨＰ等 有 広報　７月１5日号、ＨＰ

無 報道発表
スケジュール

33,564 千円 （うち特定財源 33,564 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明

　・事業実施の可否について
　・事業実施の方法について

【部内会議】
要綱上の終期について、令和５年３月３１日とする理由を明確にしておくこと。

Ｒ3.7.1　　補正予算案議決後対象者へ通知
Ｒ3.7.15　本事業について広報７月１５日号掲載

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課
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白井市出産育児応援給付金支給事業の継続について（案） 

 
１ 目的 
  新型コロナウイルス感染症の影響下での出産育児における経済的負担を軽減すること

で市民が安心して子育てできる環境づくりを進めることを目的に、令和２年４月２８日か

ら令和３年４月１日までの間に出生した者を養育する父又は母等に対し対象児１人につ

き１０万円を給付していたが、新型コロナウイルス感染症の終息がなされていない現在に

おいて、本事業を継続することで経済的負担を軽減し、市民が安心して子育てできる環境

づくりを進める。 

 
２ 支給対象児 
  令和２年４月２８日から令和３年４月１日（従前分） 
  令和３年４月 ２日から令和４年４月１日（継続分） 
  上記期間に出生し、出生により本市の住民基本台帳に登録され、申請日まで引き続き登

録されているもの。 

 
３ 申請資格者 
  次のいずれかに該当する者 

（１）申請日で支給対象児を養育している父又は母であって、本市の住民基本台帳に登

録されているもの。 
（２）（１）に定める条件に準ずる者であって、申請資格者として市長が認めるもの。 

 
４ 給付額 
  給付対象児一人につき１０万円。（支給は１回に限る。） 

 
５ 実施方法 
  窓口において申請。 
  ただし、令和３年４月２日から本制度の継続決定までに出生した支給対象児については、

申請資格者へ郵送にて申請書を送付。 

 
６ 支給対象児見込み数（継続分） 
  ３３０人（令和３年４月１日分までについては２９４人へ給付。） 

令和３年度に実施している妊婦タクシーの利用者の積算が３１０人となってはい

るが、母子手帳の発行見込み数が令和２年度３２０冊、令和３年度３６０冊と増加

傾向となっていることから３３０人とした。 
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７ 事業費 
  ３款２項１目 
  事業名 新型コロナウイルス感染症対策に係る市民等支援に要する経費 
  ・需用費          ５８千円 
  ・役務費         １２１千円 
  ・使用料及び賃借料    ３８５千円 
  ・負担金及び交付金 ３３，０００千円 
   総事業費     ３３，５６４千円 

 
８ 事業実績（令和２年度分見込） 
  ３款２項１目 
  事業名 新型コロナウイルス感染症対策に係る市民等支援に要する経費 
  ・需用費          １２千円 
  ・役務費          ６２千円 
  ・委託費         １１０千円 
  ・使用料及び賃借料    ３８５千円 
  ・負担金及び交付金 ２９，４００千円（給付数２９４件） 
   総事業費     ２９，９６９千円 
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等との
調整結果（主
な意見・懸案

事項）

□ □ □ ■ （

目的 健康・福祉 手段 人材確保・派遣・育成

付議事案

スケジュール

参考情報

カテゴリー 年代 成人 場所 市内全域

関係法令等

関係課

千円）

市民参加 無

付議書公表 公開 非公開 部分非 時限非 議員全員協議会 まで）

事業費 500 千円 （うち特定財源 500

定例記者会見（R3年5月）

議会説明 有 議員全員協議会（R3年5月) 広報・ＨＰ等 有 HP（R3年6月）

条例規則 無 報道発表 有

　コロナ禍において園見学が減少している状況において、webサイトを利用
し、市内保育所等（保育所・小規模保育所・認定こども園・幼稚園：全１９園）
の保育の特徴・魅力等を発信するとともに採用情報等を掲載する。
　新卒保育士を中心とし、保育士がコロナ禍においても参加しやすいようオ
ンラインによる合同就職説明会等の就労支援を行う。

　上記対応方策を、学生等の園探しサイトや保育に特化したオンラインイベントの
実施をサポートする事業者に委託することについて

7月　契約
8月～　園情報掲載
8月～9月　オンンライン合同説明会の実施

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

部課名 　健康子ども部 保育課

③コロナ禍における市内保育所等への新卒保育士等の就労支援について

　白井市では保育士不足の解消の一環として平成２７年度から対面の合同説明会
方式（H２７年度はセミナー方式）による保育士就職応援フェアを開催しているが、
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止となった。
　一方で、昨今学生の就職活動においてはオンラインでの検索行動が増加すると
ともに、コロナ禍においては説明会や面接についてもオンラインで実施する企業が
増加している。
　保育分野においても、合同説明会や園見学が中止になる中、オンラインでの合
同説明会の実施が行われたり、写真や動画掲載等により園の雰囲気や保育の特
徴を伝える園と学生のマッチングサイトができるなど、就職活動のオンライン化が進
んでいる。

　コロナ禍において合同説明会や園見学が減少している状況において、新
卒保育士を中心とした保育士の市内保育所等への就労を支援するため。

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）
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コロナ禍における市内保育所等への新卒保育⼠等の就労⽀援について（案） 
 
1 ⽬的 

コロナ禍において合同説明会や園⾒学が減少している状況において、新卒保育⼠を中⼼と
した保育⼠の市内保育所等への就労を⽀援するため。 
 

2 参加者 
養成学校⽣徒、保育⼠資格所持者 等 
市内保育所、認定こども園、⼩規模保育所、幼稚園 

 
3 実施内容 

・就労⽀援サイトへの保育所等情報（園の特⾊や写真・動画）の掲載 
・オンライン合同説明会の開催 

 
4 周知⽅法 

養成学校への案内、広報、HP、Twitter、ポスター掲⽰等 
 
5 合同説明会の参加実績 

年度 参加者数 参加園数／全園 
平成２７年度（セミナー⽅式） ２７⼈ 公⽴保育園(3 園）のみ 
平成 28 年度（合同説明会⽅式） ２８⼈ 保育園のみ 
平成 29 年度（   〃   ） ３２⼈ 保育園・幼稚園 
平成 30 年度（   〃   ） １５⼈ 12 園／17 園 
平成 31 年度（   〃   ） ４０⼈ 14 園／17 園 
令和 2 年度 中 ⽌ 

 
6 就労実績 

平成 30 年度 4 名 
平成 31 年度 7 名 
 

7 事業費 
3 款 2 項 1 ⽬  事業名 ★待機児童対策事業 
・委託料        ５００千円 
※特例交付⾦を利⽤するものについては、新たに事業が作られるため、予算はそちらで 

計上する 
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等との
調整結果（主
な意見・懸案

事項）

□ □ □ ■ （

手段全ての年代 健康・福祉 給付

（うち特定財源 2,368 千円）2,368

年代 場所 目的

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 福祉部　障害福祉課・高齢者福祉課

付議事案

④新型コロナワクチン接種における移動支援事業について（その3）

 令和3年3月11日及び3月16日の行政経営戦略会議において、65歳以上で要介護2以上又
は重度心身障がい等の者に対し、ワクチン接種時の移動手段の確保が決定された。その
際、65歳未満で要介護2以上又は重度心身障がい等の者への対応を検討することとされて
いた。

本事業は、新型コロナワクチン接種を推進するため、移動に何らかの支援を必要とす
る人に対してタクシー券を交付し、ワクチン接種会場までの移動手段を確保すること
を目的とする。

　既に移動支援を決定した65歳以上で要介護2以上又は重度心身障がい等の者に
加え、以下の者を移動支援の対象とし、対象者に住居とワクチン接種会場の往復分
となる4枚のタクシー券を交付する。

〔対象者〕
65歳未満で要介護2以上又は重度心身障がい者等
〔実施期間〕
ワクチン接種クーポン券発行日から令和4年3月31日まで

議員全員協議会 まで）

有 定例記者会見(R3年6月)

有 議員全員協議会（R3年5月）

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）

スケジュール

健康課

千円

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課

・事業実施の可否
・対象者の要件について

6月上旬～　タクシー券申請受付開始

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

広報・ＨＰ等 有
広報、ＨＰ、ケアマネージャー、相
談支援事業所

無 報道発表
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新型コロナワクチン接種における移動支援事業 

 

Ⅰ 目的 

 本事業は、新型コロナワクチン接種を推進するため、移動に何らかの支援を必要とする人

に対してタクシー券を交付し、ワクチン接種会場までの移動手段を確保することを目的とす

る。 

 

Ⅱ 対象者（対象追加後） ※末尾（ ）は図１との対応 

 要介護 2 以上の者又は重度心身障がい者等(※)：1,975 人 

 〔内訳〕65 歳以上で要介護 2 以上のみの者：979 人（A）  

65 歳以上で要介護 2 以上かつ重度心身障がい等の者：195 人（B） 

65 歳以上で重度心身障がい等のみの者：371 人（C） 

65 歳未満で要介護 2 以上のみの者：18 人（D） 

65 歳未満で要介護 2 以上かつ重度心身障がい等の者：35 人（E） 

65 歳未満で重度心身障がい等のみの者：377 人（F） 

 今回の追加対象者は、上記のうち 65 歳未満の者 430 人（18+35+377）である。 

（事業実施期間中に対象者要件に該当した場合は、申請可能とする。） 

 ※重度心身障がい者等・・・身体障害者手帳 1･2 級、 

視覚障害･下肢障害･体幹障害 3 級以上、 

              療育手帳 からＡの２、 

精神障害者保健福祉手帳１級 

 

D 要介護２～のみ（18 人） 

 

【 65 歳未満 】 

 

 

                  E 要介護 2 以上であり重度心身障がい等の者（35 人） 

 

 

【 65 歳以上 】 

 

 

                      B 要介護 2 以上であり重度心身障がい等の者（195 人） 

 

           図１ 対象者の整理 

 

Ⅲ 時期 

 新型コロナワクチン接種クーポン券配布日から令和４年３月３１日まで 

 

 

A 要介護２～のみ（979 人） 
    C 重度心身障がい

等のみ（371 人）

 
F 重度心身障がい等のみ 

（377 人）

前回戦略会議では A/B/C を付議 
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Ⅳ 事業内容 

 新型コロナワクチンが 2 回接種のため、対象者に住居とワクチン接種会場の往復分となる

4 枚のタクシー券を交付する。 

〔タクシー券の利用条件〕 

 ・市が委託した移送事業者である 

 ・同乗者がいても使用可とする 

 

Ⅴ タクシー券の申請・利用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復路は②⇒③で医療機関から自宅へ 

 

②タクシー予約 ③タクシー乗車 

タクシー券利用方法 

①ワクチン予約

◆コールセンターで

ワクチン予約 

◆タクシー会社で

タクシー予約 

◆タクシー券で 

 医療機関へ 

②身分確認 ③タクシー券交付

要介護 2 以上の者 

◆要介護認定度確認 

◆身分確認 

重度心身障がい者 

◆身体障害者手帳 

◆療育手帳 

◆精神障害者保健福祉手帳 

◆窓口発行 

タクシー券交付方法

①申請書提出 

◆代理申請可 

※接種会場にて接種不適と判断されるなど、タクシー券を追加交付する場合も同様の手続
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Ⅵ 周知 

 ケアマネジャー、相談支援事業所への周知メール、市広報、市ホームページ等 

 

Ⅶ 予算（今回追加分） 

 移送事業者業務委託費 2,364 千円 

＋タクシー券用上質紙 2 千円 

＋タクシー券印刷 2 千円 

＝総事業費 2,368 千円 

【財源】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を要
する事項）

部内会議や関
係課等との調整
結果（主な意見・

懸案事項）

□ □ □ ■ （

年代 場所 目的 手段小・中学生、高校生 学習・教育 その他

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 教育部学校政策課

付議事案

学習用端末に係る持ち帰り用充電器の購入について

　現在、国が示す「GIGAスクール構想」に基づき、白井市においても児童生徒1
人1台の学習用端末を整備し、学校内での活用を進めているところである。
　しかし、学校内の使用だけでなく、新型コロナウイルス感染症予防対策に有効
な手段として、学習用端末を使用した家庭でのオンライン学習を行うことを検討し
ているが、その場合には各家庭において学習用端末を充電することが不可欠と
なる。
　なお、各家庭においてスマートフォン等の充電器を所持していることが想定され
るが、学習用端末を充電するには出力が足りず、また、各学校に配付している充
電器は充電保管庫内に固定されているため、持ち帰り用の充電器が必要となる。

　新型コロナウイルス感染症予防対策に有効な手段である、学習用端末
を使用した家庭でのオンライン学習を実施する。

①現在、各学校に導入している学習用端末数（6,344台）の充電器を一
　 般競争入札により購入する。
②保護者へ周知を行った上で児童生徒に配付し、家庭でのオンライン
　 学習を行う際の充電に使用する。

議員全員協議会 まで）

有 定例記者会見（R3年6月)

有

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）

議員全員協議会(R3年5月) 広報・ＨＰ等 無

無 報道発表
スケジュール

16,903 千円 （うち特定財源 16,903 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明

学習用端末に係る持ち帰り用充電器の購入について

令和3年6月：公告（一般競争入札）
令和3年8月：事業者と契約
令和3年10月：納品

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な
意見・懸案事

項）

□ □ □ ■ （

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 教育部学校政策課

⑥小中学校の消毒作業等を行う会計年度任用職員の雇用について

　国内での感染状況については、変異ウイルスの感染者が急増し、その感染力の
強さから未成年の感染・重症化事例も増加しており、本市の児童生徒の感染や学
校でのクラスター発生等が懸念される。
　また教職員が授業の準備及び教材研究の傍ら、児童生徒の健康管理や消毒作
業を行っており、教職員の負担も大きくなっている。

　小中学校での新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、消毒作業等を
徹底する。
　また、消毒作業等のための会計年度任用職員を雇用することで、教職員
の負担軽減につなげる。

　小中学校消毒作業等を行うための会計年度任用職員を雇用し、校内の
消毒作業や児童生徒の健康観察の補助等を行う。
　・配置学校数：小学校9校、中学校5校　計14校
　・採用予定人数：各校1名ずつ（計14名）
　・想定される業務
　　水道の蛇口、手すり、遊具等の消毒作業や児童生徒の健康観察カード
　　の整理など。

小中学校の消毒作業を行う会計年度任用職員の雇用の可否について

令和3年6月　募集
令和3年7月　面接
令和3年8月　雇用契約

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

定例記者会見（R3年5月)

議会説明 有 議会全員協議会(R3年5月) 広報・ＨＰ等 無

条例規則 無 報道発表 有

千円）

市民参加 無

付議書公表 公開 非公開 部分非 時限非 議会全員協議会 まで）

事業費 （概算額）14,826 千円 （うち特定財源 14,826

目的 学習・教育 手段 その他

付議事案

スケジュール

参考情報

カテゴリー 年代 小・中学生、高校生 場所 市内全域

関係法令等

関係課
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を要
する事項）

部内会議や関
係課等との調

整結果（主な意
見・懸案事項）

□ □ □ ■ （

目的 学習・教育 手段 その他

付議事案

スケジュール

参考情報

カテゴリー 年代 小・中学生、高校生 場所 市内全域

関係法令等

関係課

千円）

市民参加 無

付議書公表 公開 非公開 部分非 時限非 議会全員協議会 まで）

事業費 （概算額）500 千円 （うち特定財源 500

定例記者会見（R3年6月)

議会説明 有 議会全員協議会（R3年5月） 広報・ＨＰ等 有 ＨＰ

条例規則 無 報道発表 有

　各学校ごとに電子図書館のライセンスを取得する。
　○小学校9校、中学校5校　計14校

電子図書館の導入の可否について

令和3年7月　　契約締結
試行を経て運用開始

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

部課名 教育部教育支援課

⑦小中学校電子図書館の導入について

　本市では読書活動を推進しており、小中学校に読書活動推進補助教員を配置
し、児童生徒が読書に親しみやすい環境づくりを行っている。その成果もあり、平
成３１年度全国学力・学習状況調査の「読書について」の調査結果から、市の児
童生徒の70％超が「読書好きである」ということがわかる。
　しかし、新型コロナウイルス感染症の蔓延により、昨年度は一斉臨時休校措置が
とられ、以降の児童生徒を取り巻く生活様式が大きく変わってきた。こうしたコロナ
禍であっても、児童生徒が読書への親しみを損なうことなく、いつでも読書ができ
る環境づくりを進めることが求められている。

　各学校ごとに電子図書館を導入し、児童生徒が３密を避けるなど新型コ
ロナウイルス感染防止対策を講じながら、スマホやタブレットによりいつでも
読書できる環境を整備する。
〈電子図書館の概要〉※他自治体の運用例から
　蔵書：1,000冊程度（毎月40冊程度の入れ替わり有）
　1冊の本を同時に41人まで利用可能
　自宅のタブレット・PCでも利用可能

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）

15



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を要
する事項）

部内会議や
関係課等との
調整結果（主
な意見・懸案事

項）

□ □ □ ■ （

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 市民環境経済部市民活動支援課

⑧Zoom体験・ステップアップ講習会開催事業について

　新型コロナウイルス感染症の拡大により、公益的な活動を行う市民活動団体（以
下、団体）の活動が制限されている状況にある。
　団体の活動の継続や存続を支援するため、令和２年度に新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金を活用して、公益的な活動を行う団体に所属する人を
対象とした「Zoom体験講習会」を開催した。
　講習会は定員10人で20回実施したところ187人の受講があり、アンケートにて「主催
者として活用できるステップアップした内容の講習会を開催してほしい」、「各団体で
今後Zoomを活用していくためにはもっと多くの人が受講する必要がある」等、講習会
の充実や継続開催を望む意見が多数寄せられた。

　団体の活動は、地域コミュニティのつながりの維持や活力の形成、市民主体
のまちづくりの推進に重要であることから、コロナ禍において活動制限を受け
ている団体が、このまま活動を休止したり解散することのないよう、新しい生活
様式に沿った団体のつながりの維持や活動の継続・再開・存続を引き続き支
援する。

令和2年度「Zoom体験講習会」の受講者アンケートの意見をもとに、多くの市
民がZoomを体験する場や活用方法を学ぶ場として講習会を開催する。
①Zoom体験講習会（定員10人×10回）
　　参加者として活用するための講習内容（Zoom初心者向け）
②Zoomステップアップ講習会（定員10人×8回）
　　主催者として活用するための講習内容（Zoom経験者向け）
①、②ともメイン講師に加えアシスタント講師（1名）を手配のうえ、パソコン機器設置、高速イ

ンターネット回線等の環境により開催。

［対象者］
市内・在住在勤で、公益的な活動をする団体に所属する人（市民活動団体、自
治会、社会教育関係団体、地区社会福祉協議会、民生委員、ボランティア団体、
PTA等）

・講習会開催事業の実施の可否について

・前年度の講習会との違いについて
・前年度にすでに187人の参加があったが、今年度も参加者が集まるかについて

R3年7月 契約締結、参加者募集（初心者向け）
R3年8～9月 Zoom体験講習会（初心者向け）実施、参加者募集（経験者向け）
R3年9～10月 Zoomステップアップ講習会（経験者向け）実施

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

定例記者会見(R3年6月)

議会説明 有 議員全員協議会(R3年5月) 広報・ＨＰ等 有 広報、HP、チラシ、ポスター

条例規則 無 報道発表 有

千円）

市民参加 無

付議書公表 公開 非公開 部分非 時限非 議員全員協議会 まで）

事業費 1,350 千円 （うち特定財源 1,350

目的 その他 手段 イベント・教室・講座

付議事案

スケジュール

参考情報

カテゴリー 年代 成人 場所 市内全域

関係法令等

関係課
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な
意見・懸案事

項）

□ □ □ ■ （

新型コロナウイルス感染拡大によって令和３年１月７日に発令された緊急事態宣言に
伴う飲食店の時短営業または不要不急の外出・移動の自粛により、売上が減少して
いる事業者への「中小企業一時支援金」支給の可否について。

令和 3 5 10

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 市民環境経済部産業振興課

⑨白井市中小企業一時支援金について

　新型コロナウイルス感染拡大によって令和３年１月７日に発令された緊急事態宣言
に伴う飲食店の時短営業または不要不急の外出・移動の自粛により、売上が大きく
減少している中堅企業、中小企業その他の法人等及びフリーランスを含む個人事業
者に対して、国は事業全般に広く使える「一時支援金」を給付している。また千葉県
では県内の飲食店に対して時短営業の協力要請を行い、応じた事業者に対して「千
葉県感染拡大防止対策協力金」を支給することとしている。
　市においては、売上が減少しているもののそれらの支援から漏れている事業者へ
の影響を緩和し、事業の継続を支援するべきであると考える。

付議事案

新型コロナウイルス感染拡大によって令和３年１月７日に発令された緊急事態
宣言に伴う飲食店の時短営業または不要不急の外出・移動の自粛により、売
上が減少している事業者への経営の影響を緩和する。

国の「一時支援金」、千葉県の「千葉県感染拡大防止対策協力金」の支援を
受けることができない市内事業者に支援金（白井市中小企業一時支援金）を
支給することで、売上が減少している事業者への影響を緩和し、事業の継続
を支援する。

【部内検討】令和３年５月７日
・国の一時支援金を受けることができない事業者の見込み件数をどのように把握する
か課題である。

スケジュール

令和3年７月　　広報等周知、申請開始

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

条例規則 無 報道発表 有 定例記者会見(R3年6月)

ＨＰ（6月）、広報（7月）有

市民参加 無

時限非 議員全員協議会 まで）

全ての年代 場所

議会説明 有 議員全員協議会(R3年5月)

付議書公表 公開 非公開 部分非

市内全域

広報・ＨＰ等

目的 産業・雇用 手段

参考情報

関係法令等

関係課

事業費 32,585 千円 （うち特定財源

給付

32,585 千円）

カテゴリー 年代
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【白井市中小企業一時支援金について】 

１ 目的 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大により影響を受けているものの国が

実施する一時支援金及び都道府県による営業時間短縮要請に伴う協力金の対

象とならない市内事業者を支援するため、市独自の支援金を支給する。 

 

２ 背景 

新型コロナウイルス感染拡大によって令和３年１月７日に発令された緊急事

態宣言に伴う飲食店の時短営業または不要不急の外出・移動の自粛により、売上

が大きく減少している中堅企業、中小企業その他の法人等及びフリーランスを

含む個人事業者に対して、国は事業全般に広く使える「一時支援金」を給付して

いる。また千葉県では県内の飲食店に対して時短営業の協力要請を行い、応じた

事業者に対して「千葉県感染拡大防止対策協力金」を支給することとしている。 

市においては、売上が減少しているもののそれらの支援から漏れている事業

者への影響を緩和し、事業の継続を支援するため、独自に支援していく。 

 

３ 支援金額 

中小法人等 ：２０万円 

 個人事業者等：１０万円 

 

４ 対象者・要件 

・令和 2 年 12 月までに市内に「主たる事業所」を有し事業を開始している

中小法人等、個人事業者等。 

・国の一時支援金及び都道府県による営業時間短縮要請に伴う協力金の対象 

とならない。 

 ・令和 3 年 1 月から令和 3 年 3 月までの間で、いずれかの月の売上が、前 

年同月比あるいは前々年同月比 20%以上 50％未満減少している。 

 ・令和 3 年 1 月から 3 月までの売上減少額の合計が中小法人等であれば合計 

20 万円、個人事業主等であれば合計 10 万円以上ある。 

新型コロナウイルス感染症の影響を 

受けている事業者への緊急支援策 
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 ・市税の未納がない。 

 ・引き続き市内で事業継続の意思がある。 

 ・その他支給要件は国の一時支援金に準じる。 

 

５ 申請期間（予定） 

  令和３年７月上旬～令和３年９月下旬 

 

６ 予算 

  32,584,400 円 

 支援金（法人）：１００事業者×２00,000 円＝20,000,000 円  

 支援金（個人）：１００事業者×１00,000 円＝10,000,000 円  

   消耗品       ：50,000 円 

   印刷製本費  ：33,000 円 

   通信運搬費  ：18,480 円 

   振込手数料  ：24,200 円 

   事務委託料  ：2,291,520 円 

   機器賃借料  ：167,200 円 

 

７ 申請方法 

  郵送による 

  ※申請書類は市ホームページからダウンロード及び窓口配布 

 

８ 支給までの流れ 

  ①市に書類の郵送→②市で書類審査→③決定通知の送付→④振り込み 

    

９ 周知方法 

  １ ６月（議決後）市ホームページ 

  ２ ７月広報紙 

  ３ 白井市商工会に周知依頼 
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定
を要する事

項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ □ ■ （

支援金支給の範囲及び支援金額

令和 3 5 14

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 都市建設部都市計画課

⑩白井市地域公共交通支援金（路線バス）

新型コロナウイルス感染症の収束が見込めない中、当市の近隣市や東京都にお
いてまん延防止等重点措置及び緊急事態宣言が発令されています。
公共交通を担う路線バスは、市民の「くらしの足」のために事業を継続する必要が
あります。
路線バス事業は元々、収益率が他産業と比べ高くないため、新型コロナウイルス
感染症の拡大に起因する市民の経済活動の自粛等は収益の減少につながり経
営危機におちいる恐れがあります。

付議事案

新型コロナウイルス感染症の拡大による市民生活の変化に伴い、利用者
の減少など影響を受けている路線バス事業者に対し支援を行うことで、本
市におけるバス路線を維持し地域公共交通の安定的な運行及び市民の
日常的な移動手段を確保する。

支援金を支給する。（令和２年度８月に支援金の支給実績あり）
路線バス事業者：市内に停留所を有する路線の数(7路線） × ２０万円

路線バスは、市内における重要な交通資源であるが、コロナ禍により厳しい経営
が続いている。
本市においては、本年１月に路線バスの減便が発生している。本市のバス交通
網の基本的な考え方は、地域間を結ぶ幹線交通を路線バスが担い、市の循環バ
スは路線バスを補完して交通空白地域を解消し支線交通としての役割を担うもの
としています。そのため昨年度に引き続きの路線バスへの支援ではあるが妥当で
ある。

スケジュール

予算の確保後、すみやかに交付要綱の改正をおこない事業着手する。

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

条例規則 無 報道発表 有 定例記者会見（R3年6月）

広報・HP有

市民参加 無

時限非 議員全員協議会 まで）

全ての年代 場所

議会説明 有 議員全員協議会（R3年5月）

付議書公表 公開 非公開 部分非

市内全域

広報・ＨＰ等

目的 都市・交通 手段

参考情報

関係法令等

関係課

事業費 1,400 千円 （うち特定財源

補助

1,400 千円）

カテゴリー 年代
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な
意見・懸案事

項）

□ □ □ ■ （

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課

交付金を活用した事業実施の可否

特になし

①Ｒ３．６月（議会議決後速やかに）　広告発注
　 Ｒ３．７月～９月　広告掲出
②Ｒ３．６月（議会議決後速やかに）　事業開始告知(広報・ＨＰ）
　 Ｒ３．７月～Ｒ４．１月　事業実施（申請受付）
　 Ｒ４．３月　事業完了

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）スケジュール

3,373 千円 （うち特定財源 3,373 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明 議員全員協議会（R3年5月） 広報・ＨＰ等 有 広報・ＨＰ（R3年6月～R4年1月）

無 報道発表

令和 3 5 14

付議書（行政経営戦略会議）

その他

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 市民環境経済部産業振興課

付議事案

⑪農産物安全・安心対策について

　農産物の安全・安心対策については、令和２年度において交付金を活用した
事業を実施しており、農協（生産者）において一定の効果が得られている旨、実
施状況を確認している。これを受けて令和３年度は事業内容を精査し、安全ＰＲ
について引き続き実施する一方で、新たに直売所における対面販売での感染防
止対策に取り組む。

　農産物の安全及び消費者の安心対策の一環として、交付金を活用した
事業を実施することにより、農業従事者及び消費者の感染防止並びに消
費者の白井市産農産物に対する購買意識の向上を図る。

　①鉄道車両の中刷り広告掲出による梨の安全ＰＲ
　②インターネット販売の支援

議員全員協議会 まで）

有 定例記者会見（R3年6月）

有

年代 場所 目的 手段全ての年代 産業・雇用
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Ｒ３年度６月補正予算概要 

 
● 梨の安全ＰＲ広告掲出 

  
(1)  目的 

市の主要作物である梨の出荷時期に合わせて、北総線車両内に中吊り広告を掲出し、

新型コロナウイルス感染拡大防止対策を消費者へ広く周知することにより、白井市の

梨の安全と消費者の購買意識の向上を図る。 
(2)  事業概要 

北総線車両内に中吊り広告を掲出する。 
(3)  広告代理店 

 株式会社 京成エージェンシー 
(4)  掲出期間 

令和３年７月から令和３年９月までのうち、２か月間 
(5)  予算額 

 ３７３，０００円 

 
 
◎中吊広告費用見積額 

数量 単価（税込） ⾦額（税込） 備考

Ｂ３⽚⾯フルカラー 2,880 24.2 69,696

既契約延 分：1か 分 1 60,500 60,500 １枠分
新規分：2か⽉分 4 60,500 242,000 ４枠分

372,196

内容
広告作成費⽤

合計

広告掲載費⽤
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Ｒ３年度６月補正予算概要 

 
● インターネット販売支援 

(1)  目的 
新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として、コロナ禍における直売施設での

対面による販売機会を減らすために、農産物販路拡大支援事業補助金を交付し、イン

ターネット販売の導入を支援する。 
(2)  事業概要 

新たな販路開拓に寄与するインターネット販売に必要な、ホームページの作成及び

ネット販売のための決済システム構築費用、ネット上での販促目的の動画及びネット

広告作成費用並びにネット販売時の商品添付用チラシ及び梱包資材費用等を助成する。 
(3)  申請受付期間 

令和３年７月１日から令和４年１月３１日まで 
（令和４年３月３１日を以って事業完了） 

(4)  予算額 
 ３，０００，０００円 

 
 
◎見積額 
 １件当たり上限額   ３００，０００円 
 申請見込み件数※        １０件 
 合計       ３，０００，０００円 

 
※市内直売所におけるネット販売未実施直売所数のうち、現状のネット販売実施割合と同数

の新規申請を見込む。 

市内農産物直売所数 ネット販売実施施設数 ネット販売実施率 

９５件 １０件 １０．５％

 
●販売サイト出展料（楽天市場の場合） 

区分 契約期間 出展料（月額） 利用料 登録数・容量 

① １年 19,500 円 3.5～7.0％ 5,000 件・500MB

② １年 50,000 円 2.5～4.5％ 20,000 件・5GB 

③ １年 100,000 円 2.0～4.5％ 無制限 

 
●ホームページ作成費用（別紙） 
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な
意見・懸案事

項）

□ □ □ ■ （

産業・雇用 手段

参考情報

関係法令等

関係課

事業費 3,805 千円 （うち特定財源

給付

3,805 千円）

カテゴリー 年代 全ての年代 場所

議会説明 有 議員全員協議会(R3年5月)

付議書公表 公開 非公開 部分非

市内全域

広報・ＨＰ等

目的

有

市民参加 無

時限非 議員全員協議会 まで）

スケジュール

令和３年７月　　広報等周知、申請開始

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

条例規則 無 報道発表 有 定例記者会見(R3年6月)

広報・ＨＰ(各事業による)

新型コロナウイルス感染症関連失業者緊急雇用奨励金制度創設の可否について。

令和 3 5 14

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 市民環境経済部産業振興課

⑫白井市新型コロナウイルス感染症関連失業者等緊急雇用奨励金について

　新型コロナウイルス感染症の影響により内定取り消しや、事業主の都合で離職を余
儀なくされた求職者が増えており、市の無料職業相談所にも一定数の求職者が登録
している。
　今後、感染者の拡大や感染の収束が見込めない中、経済状況の悪化に伴い内定
取り消しやコロナ離職者が増えていく可能性がある。

付議事案

　新型コロナウイルス感染症の影響により内定取り消しや、事業主の都合で離
職を余儀なくされた求職者（市民）の本市における雇用機会の創出を図る。

　新型コロナウイルス感染症の影響により内定取り消しや、事業主の都合で離
職を余儀なくされた求職者（市民）を雇用した市内事業主に対して、雇用奨励
金を支給することにより、上記求職者の雇用を促す。
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【新型コロナウイルス感染症関連失業者等緊急雇用奨励金制度について】 

 

１ 目的 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、内定取り消しや事業主の都合で離職を余

儀なくされた求職者を雇用する市内事業者に対して、雇用奨励金を支給することで上

記求職者の雇用を促し、本市における雇用機会の創出を図る。 

 

２ 背景 

新型コロナウイルス感染症の影響により、内定取り消しや事業主の都合で離職を余

儀なくされた求職者が増えており、市の無料職業紹介所にも一定数の求職者が登録し

ている。 

今後、感染者の拡大や感染の終息が見込めない中、経済状況の悪化に伴い内定取り

消しやコロナ離職者が増えていく可能性がある。 

 

３ 支援金額 

正規雇用 ：一人につき３０万円 

 非正規雇用：一人につき１５万円（雇用期間６ヶ月以上） 

 ※１社当たり５人を上限 

 

４ 対象者・要件 

◎補助対象事業主 

市内に事業所を有する法人又は個人事業主であって、次の各号に掲げる要件を満た

すものとする。 

 (1)雇用保険法第 5 条第 1 項に規定する適用事業の事業主であること。 

 (2)次段の対象労働者を雇用する事業主であること。 

 (3)制度施行日から令和４年 1 月末日までの間に対象労働者の雇用を開始した事業

主であること。 

 (4)対象労働者の勤務地が白井市内であること。 

 (5)対象労働者の労働に対する賃金を、支払期日までに支払うことのできる事業主

であること（時間外手当、休日出勤手当など基本給のほか、手当等を含む。）。 

 (6)対象労働者の出勤状況及び賃金の支払状況等を明らかにする書類（労働者名簿、

賃金台帳、出勤簿等）を適切に整備し、保管することができること。 

新型コロナウイルス感染症関連失業者等

緊急雇用奨励金制度 
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 (7)次のアからセまでのいずれにも該当しない者であること。 

  ア 宗教活動又は政治活動を目的とする事業を行う者 

  イ 白井市に納付すべき税を滞納している者（新型コロナウイルス感染症拡大に

伴い徴収が猶予及び分割納付の誓約が済んでいるものは除く。） 

  ウ 国、地方公共団体又はこれらが運営する法人である者 

  エ 白井市暴力団排除条例（平成 24 年白井市条例第 18 号）第 2 条第 1 号に規

定する暴力団、同条例第 2 条第 2 項に規定する暴力団員又は同条例第 2 条第

3 項に規定する暴力団等に該当する者 

  オ 対象労働者が雇い入れ事業所の事業主又は取締役の三親等以内の親族（配偶

者又は三親等以内の血族及び姻族）である者 

  カ 対象労働者を雇い入れた日前 1 年間に、対象労働者を雇用していた事業主と

資本的、経済的等の関連性からみて密接な関係にある者 

  キ 令和 2 年 4 月 3 日（市内感染者 1 例目確認日）以降に、事業主都合による

解雇（勧奨退職又は事業縮小若しくは賃金大幅低下等の正当な理由による自己

都合退職等を含む。）又は雇い止めをしている者 

  ク 令和 2 年 4 月 3 日以降に、事業主都合による内定取消しをしている者 

  ケ 対象労働者の新たな雇用を要件として、他の助成制度の適用を受けている者 

  コ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122

号）に規定する性風俗関連特殊営業並びにそれらに類似する業種を営む者 

   （ただし、同法第 2 条第 6 項第 4 号に規定するものを営む者を除く。） 

  サ 営業に関して必要な許認可等を取得していない者 

  シ 本奨励金の申請日の前日から起算して過去 1 年間に、労働基準関係法令違反

により送検処分を受けている者 

  ス 国又は地方公共団体の各種助成金等において、過去 3 年以内に不正受給（偽

りその他不正の行為により、本来受けることのできない助成金の支給を受け、

又は受けようとすること。）をした者 

  セ その他市長が不適当と認める者 

 

◎対象労働者 

【正規雇用労働者】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和 2 年 4 月 3 日以降採用内定を取り

消しされた者又は離職した者で、次に掲げる要件の全てを満たすこと 

 (1)雇用期間の定めのない雇用契約を締結する労働者であること。 

 (2)1 週間の所定労働時間が 30 時間以上の労働者であること。 

 (3)雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 7 条の規定に基づき、雇用保険の

被保険者となったことの届出を行い、同法第 9 条第 1 項の確認を受けた労働者

（同法第 38 条第 1 項に規定する短期雇用特例被保険者及び同法第 43 条第 1

項に規定する日雇労働被保険者を除く。）であること。 
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 (4)雇用される日から継続して市内に住所を有する者。 

 

【非正規雇用労働者】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和 2 年 4 月 3 日以降採用内定を取り

消しされた者又は離職した者で、次に掲げる要件の全てを満たすこと 

 (1)雇用期間の定めが 6 か月以上の有期雇用契約を締結する労働者であること。 

 (2)1 週間の所定労働時間が 20 時間以上の労働者であること。 

 (3)雇用保険法第 7 条の規定に基づき、雇用保険の被保険者となったことの届出を

行い、同法第 9 条第 1 項の確認を受けた労働者（同法第 38 条第 1 項に規定す

る短期雇用特例被保険者及び同法第 43 条第 1 項に規定する日雇労働被保険者

を除く。）であること。 

 (4)雇用される日から継続して市内に住所を有する者。 

 

５ 申請期間（予定） 

  補正予算議決日～令和 4 年 1 月末 

 

６ 予算 

  3,804,268 円 

 正規雇用 ： 5 人×300,000 円＝1,500,000 円 

 非正規雇用：15 人×150,000 円＝2,250,000 円 

   消耗品    ：50,000 円 

   通信運搬費：1,848 円 

   振込手数料：2,420 円 

 

７ 申請方法 

  郵送による 

  ※申請書類は市ホームページからダウンロード及び窓口配布 

 

８ 支給までの流れ 

  ①市に書類の郵送→②市で書類審査→③決定通知の送付→④振り込み 

    

９ 周知方法 

  １ ６月下旬（議決後）市ホームページ 

  ２ ７月広報紙 

  ３ 白井市商工会及び白井工業団地協議会に周知依頼 
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等との
調整結果（主
な意見・懸案

事項）

□ □ □ ■ （

令和 3 5 14

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 　健康子ども部 保育課

⑬保育所等・放課後児童クラブ（学童保育所）における新型コロナウイルス感染症対策

　市内保育所等や学童保育所では、令和２年度は国の補助金を活用した新型コロナウイ
ルス対策として、衛生用消耗品や備品の購入及び補助金の交付を行ってきたが、コロナ
禍が長引く中で依然として感染防止対策を伴う保育の実施が必要となっている。
　また、保育所等については、保護者に対する子育て支援の役割があり、保護者との相互
理解において、子どもの成長を分かち合うための手段や機会として行事等の活用が求め
られている。
　このような現状において、感染防止対策のため中止や縮小となった保育行事の実施や
充実を求める保護者の声も多く、長引くコロナ禍での新たな保育のあり方が問われてい
る。

・長引くコロナ禍において、感染防止対策を実施した上で安全な保育を実施する
ため

・継続的に必要となる感染防止対策に係る消耗品や、「withコロナ」での保育行事
等の実施に要する備品を購入する。（公立保育園、学童保育所）
・継続的に必要となる感染防止対策に係る消耗品や、「withコロナ」での保育行事
等の実施に要する経費に対し、補助金を交付する。（私立保育所等）

・上記事業を実施することについて

補正予算議決後、事業を実施

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

定例記者会見（令和3年6月）

議会説明 有 議員全員協議会（令和3年5月） 広報・ＨＰ等 有 HP（令和3年6月）

条例規則 無 報道発表 有

千円）

市民参加 無

付議書公表 公開 非公開 部分非 時限非 議員全員協議会 まで）

事業費 14,500 千円 （うち特定財源 14,500

目的 健康・福祉 手段 その他

付議事案

スケジュール

参考情報

カテゴリー 年代 0歳～就学前 場所 市内全域

関係法令等

関係課
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保育所等・放課後児童クラブ（学童保育所）における新型コロナウイルス 
感染症対策について（案） 

 
1 ⽬的 

 引くコロナ禍において、感染防 対策を実施した上で安全な保育を実施するため 
 

2 実施内容 
・継続的に必要となる感染対策に係る消耗品や、「with コロナ」での保育⾏事等の実施に要する

備品を購⼊する。（公⽴保育園、学童保育所） 
・継続的に必要となる感染対策に係る消耗品や、「with コロナ」での保育⾏事等の実施に要する

経費に対し、補助⾦を交付する。（私⽴保育所等） 
 
3 対象施設と経費（補助⾦額の上限：実⽀出額と⽐較し少ない⽅の額） 

※学童保育所は⽀援の単位あたり 
年度 施設数 1 園あたりの⾦額 

の上限 
計 

公⽴保育園 ３園 500,000 円 1,500,000 円 
学童保育所（⽀援の単位） 18 250,000 円 4,500,000 円 
私⽴保育園 ４園 500,000 円 2,000,000 円 
認定こども園 ２園 500,000 円 1,000,000 円 
⼩規模保育所 ３園 250,000 円 750,000 円 
送迎ステーション １園 250,000 円 250,000 円 
認可外保育所 6 園 250,000 円 1,500,000 円 
幼稚園 6 園 500,000 円 3,000,000 円 

合計   40  14,500,000 円 
 
4 事業費 

款項⽬ 元事業名 節名 ⾦額 

3 款 2 項 1 ⽬ 

★ 放 課 後 児 童
健全育成事業 

消耗品費 150,000 円×18＝2,700,000 円 
備品購⼊費 100,000 円×18＝1,800,000 円 

● 私 ⽴ 幼 稚 園
振興事業 

負担⾦補助及
び交付⾦ 500,000 円×6＝3,000,000 円 

3 款 2 項 2 ⽬ ● 私 ⽴ 保 育 園
等補助事業 

負担⾦補助及
び交付⾦ 

500,000 円×6（私⽴保育所＋認定こども園）
＋250,000 円×10（⼩規模保育所＋送迎 ST
＋認可外保育所）＝5,500,000 円 

3 款 2 項 4 ⽬ 
保 育 園 事 務 及
び 運 営 に 要 す
る経費 

消耗品費 300,000 円×3＝900,000 円 

備品購⼊費 200,000 円×3＝600,000 円 

合計 14,500,000 円 

※各款項⽬に新たに事業（新型コロナウイルス感染症対策に係る市 等 援に要する経費） 
が作られるため、予算はそちらで計上する 
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　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点
（決定を要する

事項）
部内会議や関
係課等との調
整結果（主な
意見・懸案事

□ □ □ ■ （

目的 健康・福祉 手段 その他

付議事案

スケジュール

参考情報

カテゴリー 年代 全ての年代 場所 市内全域

関係法令等

関係課

千円）

市民参加 無

付議書公表 公開 非公開 部分非 時限非 議員全員協議会 まで）

事業費 地方単独分　6,000 千円 （うち特定財源 6,000

定例記者会見（令和3年6月）

議会説明 有 議員全員協議会(令和3年5月） 広報・ＨＰ等 有 ＨＰ（令和3年6月）

条例規則 無 報道発表 有

（１）現在市が実施している高齢者などへのＰＣＲ検査助成事業について、その
対象者を拡大し、市の住民基本台帳に記録されている者全てとする。
（２）市独自PCR検査の対象となる施設の従事者を対象とする。（在勤者の拡充）
（３）回数：一人１回を一人２回とする。
　なお、検査機関や検査方法や自己負担などの条件等については、従前のと
おりとする。

（参考）市負担額2万円の財源について
①　65歳以上の高齢者及び65歳未満の基礎疾患を有する者（国補助分）
　・疾病予防対策事業費補助金（補助率1/2）
　・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（同1/2、今後算定見
込）
②　①以外（地方単独分）
　・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（全額）

市が実施している新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査助成事業の対象者を市民全員
と施設従事者に拡大し、回数を２回に増やすことについて

補正予算議決後、事業を実施

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

部課名 健康子ども部健康課

⑭新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査助成事業の対象者の拡大について

　市では、令和2年11月から、国の補助制度（国の新型コロナウイルス感染症の流行下
における一定の高齢者等への検査助成事業）を活用し、65歳以上の高齢者及び65歳
未満の基礎疾患を有する者のうち、ＰＣＲ検査を希望する者を対象に市内の医療機関
で検査を実施しており、本検査に係る費用について、市は1人当たり1回を限度として、
2万円（国補助1万円及び新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金含む）
を負担し、本人負担を5千円としている。さらに令和3年1月から、介護施設等の新規入
所者及び従事者を対象に加え実施している。
　一方で、現在流行している新型コロナウイルスの変異株については、高齢者等だけ
でなく、様々な世代への感染や感染による重症化が懸念されているが、国において64
歳以下を対象にした類似の補助制度は見当たらない。

　これまで新型コロナウイルスに感染した場合に重症化するリスクが高いとされて
いた高齢者及び基礎疾患を有する者に加え、変異株の流行による感染及び重
症化が増加していると言われる若年者を検査の対象とし、また、保育園その他ク
ラスターが発生した場合市民生活に極めて影響が大きい施設の従事者を対象
とし、早期に発見することで、死亡者、重症者の増加、さらには、これに伴う医療
体制の逼迫を防ぐ。

令和 3 5 14

付議書（行政経営戦略会議）
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